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福島第一原子力発電所事故後における 
福島県内保健師のメンタルヘルス
――ストレス対処能力からの一考察――

Study of mental health on stress processing capability among  
public health nurses in the Fukushima Prefecture following  
the accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant
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要旨：福島第一原子力発電所事故後における福島県内保健師へのメンタルヘルスに関する支援をストレス対処能
力の側面から検討するために、ストレス対処能力の実態とその関連要因を明らかにすることを目的とした。
福島県内保健師に対し、ストレス対処能力の評価のため首尾一貫感覚の尺度 13項目（以下 SOC）と精神
的健康調査票 12項目版（以下 GHQ）を用いたアンケート調査を行った。SOCは得点が高いほどストレス
対処能力が高いと評価され、GHQは得点が高いほど精神健康上に問題があるとされる。有効回答者 430
名の結果から SOCの中央値（44点）で二群に分類し、比較検討を行った。SOC 44点以上群は、SOC 44
点未満群に比べて、現在の放射線の不安度が低く、GHQ得点も低い状況であった。また、SOC 44点以上
群は、“現在の放射線の不安度が低い”および“GHQ得点 4点未満”と有意な関連がみられた。本研究に
おいて、ストレス対処能力と放射線不安および精神的健康度との関係性からストレス対処能力を高め、メ
ンタルヘルスを良好に保つためには、放射線に関する不安軽減に向けたサポートの必要性が示唆された。

Objective: In Japan, public health nurses （PHNs） play an important role in managing the health of local residents, 
especially after a disaster. Here, in order to support the stress processing capacity of PHNs in Japan’s Fukushima 
Prefecture after the accident at the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant （FDNPP）, we assess the actual state of 
stress processing capacity and its related factors of PHNs.
Methods: We conducted a questionnaire survey among the PHNs （n＝430） in July of 2015 via postal mail. The 
questions assessed PHNs’ demographic factors, knowledge about radiation, degree of anxiety about radiation at the 
time of the FDNPS accident （and at present）, Sense of Coherence-13 （SOC）, and General Health Questionnaire 
（GHQ）. We classified the low and high scores and compared members of the group who scored less than 44 points 

and who scored 44 points or more.
Results: Of the 430 PHNs surveyed, 269 （62.6%） were classified in the ＜44 points group, and 161 （37.4%） were 
in the ≥ 44 points group. When a multivariate logistic regression analysis was conducted, PHNs’ low levels of 
current general anxieties about radiation and low GHQ-12 scores （＜4 point） were significantly associated with 
high SOC scores （≥ 44 points）. 
Conclusions: The relationship found between the stress processing capacity and anxieties about radiation and 
mental health of PHNs in the Fukushima Prefecture four years after the FDNPP accident suggests the need to 
support radiation anxiety reduction.
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Ⅰ．はじめに
2011年 3月 11日に発生した東日本大震災（以下

震災）に伴う複合災害により、翌 12日に東京電力
福島第一原子力発電所（以下福島第一原発）1号機
で水素爆発が起こった 1）。福島第一原発事故後、福
島第一原発より 20 km圏内や飯舘村のような年間線
量 20 mSvに達する地域住民は避難を余儀なくされ、
また事故後の被ばく線量に関するさまざまな調査が
行われ、内部被ばくや外部被ばくの被ばく線量は低
いと報告されているにもかかわらず 2～6）、放射線被
ばくを懸念し自主避難をしている住民も多く、5年
半以上たった今でもその福島県民避難者は約 9万人
と報告されている 7）。
福島県では、震災の直接的影響や長期の避難に伴
う健康影響が懸念された中で、震災後の身体的な健
康評価に加え、メンタルヘルスの評価も含まれてい
る県民健康調査を実施している 8）。その結果におい
て、震災後の避難に伴う生活環境の変化から肥満や
糖尿病といった健康状態の悪化やメンタルヘルスの
問題が報告されている 9～11）。また、岡崎らの調査に
よると住民は、放射線に関する健康影響および環境
汚染の双方に不安をもっていることが報告されてい
る 12）。上記に述べたような地域住民の健康管理や
不安への対応の担い手として保健師が挙げられる。
多くの保健師は県や市町村で保健福祉サービスに従
事し、保健指導や自宅訪問を通して、地域住民の健
康管理や生活状況の調査などを行っている。震災後
は、保健師自身も被災者である一方で、地域住民の
健康管理に加え、放射線の不安への対応業務などを
強いられるようになった。しかし、放射線の不安に
対する業務が必要である一方で、看護職者（看護
師・保健師・助産師・准看護師）の放射線の知識不
足が報告されている 13, 14）。保健師の知識が不足して
いる場合、質問に対して曖昧に返答することで間
違った情報が伝わってしまう可能性があり、さらな
る不安や混乱を引き起こすといったケースに陥るこ
とが考えられる。保健師自身が放射線に関する正し
い知識をもち、地域住民に正しい知識を提供するこ
とが大切であることは言うまでもないが、現在の保
健師や看護師の基礎教育課程では、有事に必要とさ
れる知識・技術に関する教育の提供はなされていな
い状況である 15）。このような状況下で保健師は今
も地域の復興に貢献しているが、メンタルヘルスへ
の問題が危惧される。

メンタルヘルスに対する支援を考えるうえで、ス
トレス対処能力に関する調査が行われている 16）。
ストレス対処能力および健康保持に関する概念とし
て、イスラエルの健康社会学者 Aron Antonovskyに
よって提唱された首尾一貫感覚（Sense of coherence：
以下 SOC）がある 17）。この感覚が強いことは、生
活や人生において直面するストレッサーに対して柔
軟かつ前向きに対処し、健康の維持・増進につなげ
るものとされている 18）。近年わが国でも SOCス
ケールを用いた研究は増加しているといった報告も
ある 19）。
震災後、住民や行政職員のメンタルヘルスに関す
る調査は報告されているが 20, 21）、福島県内保健師を
対象とした放射線に関連したメンタルヘルスの調査
はなく、SOCの視点からの報告もされていない。

Ⅱ．研究目的
本研究は、福島第一原発事故後の福島県内保健師

のメンタルヘルスに関する支援をストレス対処能力
の側面から検討するために、ストレス対処能力の実
態とその関連要因を明らかにすることを目的に行う。

Ⅲ．研究方法
1． 対象
福島県および福島県内 59市町村の自治体保健師
で、研究への参加の承諾を得られたものとした。

2． 調査期間
平成 27年 7月の 1カ月間

3． データ収集方法
1）対象者選定に関する手続き
調査に先立ち、研究対象者が所属する施設長に研
究計画書を送付し、研究協力の承諾を得た。その
後、研究対象者に対し調査紙を送付した。調査紙は
全部で 509部配布し、458部（90.0%）の回収のう
ちすべての質問内容に回答のあった有効回答数は
430部（85.3%）であった。
2）データ収集法と調査項目
（1）データ収集法
研究対象者の所属先へ対象者分の研究説明書およ
び調査用紙を送付し、1カ月の回答期間を設けた。
回答者がわからないようにするため、研究対象者が
回答した調査紙を各施設の専用 BOXに投函してい
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ただき、後日、施設単位で返信用封筒にて回収した。
（2）調査項目
独自で作成した調査紙を用いた。基本情報（性別、

年代、保健師としての就業年数、看護師経験の有無、
所属自治体、活動地域、職位、震災当時の職業）、
放射線に関する情報（放射線に関する震災後および
現在の自身の不安度・放射線に関する住民からの質
問対応への不安度、放射線に関する知識取得状況、
住民からの相談頻度、放射線に関する教育歴や講習
会の受講歴、放射線教育のニーズ）、精神的健康調
査票 12項目版 22）（General Health Questionnaire-12：
以下 GHQ）、日本語短縮版 SOC尺度 17）、福島での
放射線被ばくによる健康影響の認識 8）が含まれて
いる。
①不安度
1「不安を全く感じない」から 10「不安をおおいに
感じる」の 10段階で回答を求め、得点を算出した。
中央値よりカットオフポイントを 5とし、1～5を
不安度低い、6～10を不安度高いと定めた。
② SOC
Antonovskyにより開発された SOCスケールを基

に山崎らが作成した日本語短縮版 SOC尺度を用い
た 17）。この尺度は 13項目から構成され、得点が高
いほど、ストレス対処能力が高いことを示す。本研
究では、戸ヶ里らによって信頼性と妥当性が検証さ
れている 1～5の数値の 5件法で回答を求め、得点
を算出した（得点範囲 13～65点）23）。中央値よりカッ
トオフポイントを 44点未満／44点以上と定めた。
③ GHQ
Goldbergが開発した一般健康調査の短縮版である

12項目版を用いた 22）。尺度得点が高いほど、精神
的不健康度の度合いが高いことを示す。「できた」～
「全くできなかった」の 4件法で回答を求め、GHQ
方式（0-0-1-1得点）により得点を算出した（得点
範囲 0～12点）。先行研究よりカットオフポイント
は 3/4点と定めた 24）。
④福島での放射線被ばくによる健康影響の認識
二つの問い「現在までの放射線被ばくで、後年に
生じる健康障害（たとえば、がんの発症など）がど
のくらい起こると思いますか」、「現在までの放射線
被ばくで、次世代以降の人（将来生まれてくる自分
の子や孫など）への健康影響がどれくらい起こると
思いますか」に対して、1「可能性は極めて低い」
から 4「可能性は非常に高い」までの 4件法で回答

を求めた。
3）データ分析
収集されたデータを単純集計し、SOC得点のカッ
トオフポイントにより二群に分類し、属性や放射線
に関連した項目別にχ2検定を用いて比較を行った。
また、二項ロジスティックを用いて SOC得点とそ
の関連因子の影響を分析した。有意水準は 5%と
し、 解 析 に は IBM SPSS Statistics Ver. 22.0 for 
Windowsを用いた。

4． 倫理的配慮
本研究は、福島県立医科大学の倫理委員会の承認
を得て実施した（承認番号 2251）。対象者に対し、
研究目的・方法・意義・守秘義務・同意の取得方
法、研究協力への任意性、および中断の自由・結果
の公表などについて書面にて説明を行った。なお、
参加を拒否・中止することによって不利益は一切受
けないことを保証した。また、データは無記名で収
集し、収集後は情報漏洩に留意し、厳重に管理を
行った。

Ⅳ．結果
有効回答数は 430名であった。女性は 416名

（96.7%）、一番多い年齢層は 50歳代以上で 153名
（35.6%）であった。保健師経験年数（震災当時に
前期中堅期からベテラン期（6年目以上）25）、すな
わち調査時の経験年数 10年で分類）は、10年未満
が 124名（28.8%）、10年以上が 306名（71.2%）で
あり、119名（27.7%）の保健師が管理職に従事し
ていた。現在の主な活動地域として、津波や原子力
事故の影響を直接受けた浜通り地域は 83名（19.3%）、
中通り地域や会津地域などは 347名（80.7%）であっ
た。震災当時の職業は保健師 330名（76.8%）、当
時学生だったものは 62名（14.4%）であった（表 1）。
SOCの平均得点は 43.0±7.7点、SOC 44点以上は
217名（50.5%）、GHQの平均得点は 3.6±3.1点、GHQ 
4点以上は 196名（45.6%）であった。

430名の保健師のうち、SOC 44点未満群は 213
名（49.5%）、SOC 44点以上群は 217名（50.5%）
であった。SOC 44点以上群の保健師は、SOC 44点
未満群に比べて、“40歳以上”（χ2＝4.57、df＝1、
p＜0.05）や“管理職”（χ2＝4.60、p＜0.05）、“震災当
時の職業が保健師”（χ2＝4.67、df＝1、p＜0.05）およ
び、GHQ得点“4点未満”の割合が有意に高かった
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（χ2＝50.1、df＝1、p＜0.001）。一方で、“保健師経験
年数”や“主な活動地域”については二群間で有意
な差はみられなかった（表 2）。
放射線に関連した項目においては、SOC 44点以

上群の保健師は、SOC 44点未満群に比べて、“現在
の自身の不安度が低い”（χ2＝12.67、df＝1、p＜

0.001）、“住民からの質問対応への不安度が低い”
（χ2＝9.24、df＝1、p＜0.01）、 “現在、放射線の資料
が手元にある”（χ2＝8.74、df＝1、p＜0.01）の割合
が有意に高かった。一方で、教育課程履修の有無や
研修歴、放射線に関連した知識においては二群間で
有意な差はみられなかった（表 3）。
二項ロジスティックの結果を表 4に示す。性別と
年齢で補正し、SOC 44点以上群と“現在の放射線表 1．対象者の属性

項目 人数（%）

性別
女性 416（96.7）
男性 14（3.3）
年齢

20歳代 92（21.4）
30歳代 72（16.7）
40歳代 113（26.3）
50歳以上 153（35.6）
保健師経験年数

10年未満 124（28.8）
10年以上 306（71.2）
職位
管理職 119（27.7）
管理職以外 311（72.3）
主な活動地域
浜通り地域 83（19.3）
その他（中通り地域、会津地域） 347（80.7）
震災当時の職業
保健師 330（76.8）
保健師以外の職業（看護師など） 38（8.8）
学生 62（14.4）

n＝430

表 2．SOC得点分類における属性比較

項目 SOC 44点未満 
（n＝213） （%）

SOC 44点以上 
（n＝217） （%） P

性別
女性 204（95.8） 212（97.7） 0.29
男性 9（4.2） 5（2.3）
年齢

40歳未満 92（43.2） 72（33.2） 0.04*
40歳以上 121（56.8） 145（66.8）
保健師経験年数

10年未満 69（32.4） 55（25.3） 0.11
10年以上 144（67.6） 162（74.7）
職位
管理職 49（23.0） 70（32.3） 0.04*
管理職以外 164（77.0） 147（67.7）
主な活動地域
浜通り地域 48（22.5） 35（16.1） 0.11
その他の地域 165（77.5） 182（83.9）
震災当時の職業
保健師 154（72.3） 176（81.1） 0.04*
保健師以外 59（27.7） 41（18.9）

n＝430、両群間比較；χ2検定、*＜0.05, **＜0.01, ***＜0.001

表 3．SOC得点分類における放射線に関連した不安・教育／資料・知識および GHQ得点比較

項目 SOC 44点未満 
（n＝213）（%）

SOC 44点以上 
（n＝217）（%） P

放射線に関連した不安
震災当時の自身の不安度 低い 74（34.7） 81（37.3） 0.62

高い 139（65.3） 136（62.7）
現在の自身の不安度 低い 177（83.1） 204（94.0） ＜0.001***

高い 36（16.9） 13（6.0）
現在の住民からの質問対応への不安度 低い 118（55.4） 151（69.6） 0.003**

高い 95（44.6） 66（30.4）
放射線に関連した教育／資料
教育課程履修の有無 あり 92（43.2） 102（47.0） 0.44
震災前の研修会参加の有無 あり 17（8.0） 20（9.2） 0.73
震災後の研修会参加の有無 あり 189（88.7） 198（91.2） 0.42
震災当時の資料の有無 あり 58（27.2） 69（31.8） 0.34
現在の資料の有無 あり 162（76.1） 189（87.1） 0.004**
震災以前の放射線に関連した知識
放射線防護の 3原則 あり 59（27.7） 47（21.7） 0.18
一般公衆被ばく限度 あり 16（7.5） 15（6.9） 0.85
放射性物質の半減期 あり 106（49.8） 100（46.1） 0.50
チェルノブイリ原発事故後の小児甲状腺がんの増加 あり 161（75.6） 161（74.2） 0.82

GHQ得点 4点未満 84（39.4） 159（73.3） ＜0.001***
4点以上 129（60.6） 58（26.7）

n＝430、両群間比較；χ2検定、*＜0.05, **＜0.01, ***＜0.001
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に関連した自身の不安度が低い”、“現在、放射線の
資料が手元にある”、“GHQ得点 4点未満”との関
連をみた結果から、SOC 44点以上群は“現在の放
射線に関連した自身の不安度が低い”（OR: 3.03, 
p＜0.01）、および“GHQ得点 4点未満”（OR: 4.31, 
p＜0.001）と有意に関連していた（表 4）。
福島での放射線被ばくによる健康影響の認識につ
いて表 5に示す。いずれの項目においても、約半数
の保健師が起こる可能性は「極めて低い」と回答し
ていた。一方で、後年（がんなど）の健康影響が起
こると思うかについて、「高い」「非常に高い」と回
答したのは 70名（16.3%）、次世代以降への健康影
響が起こると思うかについて、「高い」「非常に高
い」と回答したのは 60名（13.9%）であった。

Ⅴ．考察
本研究は、震災から 4年が経過した時点での福島
県内保健師のストレス対処能力の実態とその関連因
子の調査のために、SOCスケールを使用し、震災
後のストレス対処能力が低い群と高い群の比較とス
トレス対処能力に関連する要因を分析した。
田中らの病院看護師対象の研究における年齢が高
い層や主任（副師長・師長を含む）以上の層で看護

実践能力が高く、看護実践能力と SOC得点には正
の相関があることの報告 26）から、高い年齢層や管
理職層の SOC得点が高い状況であったことがうか
がえる。本研究においても、ストレス対処能力が高
い群は年齢が高く、管理職であったことから、看護
師の研究と同様の結果が得られ、これまでの人生経
験や専門職としての経験がその能力を高める要因に
なっていたと考える。また、放射線に関する資料の
有無による SOC得点の差も確認された。ストレス
対処能力を高める要因として、サポートネットワー
クの数の多さや若年期の家族状況などが報告されて
いる 27）。本研究では、震災当時にすでに保健師と
いった専門職であったことや手元に放射線に関する
資料があるといったことでソーシャルなサポート
ネットワークを利用しやすい環境であったことがう
かがわれ、その環境がストレス処理能力に影響した
と推察される。さらに、高い SOC得点に対して、
放射線に関連した自身の低い不安度や低い GHQ得
点の関連が示されたことから、自身の不安感を軽減
させることが、精神の健康状態を安定させることに
もなり、ストレス対処能力に重要な要因であると考
える。
本研究では、特に SOC得点の高い群で GHQ得点

の 4点未満の割合が低かったことや、吉井らの SOC
得点の高いものは主観的健康度が高いとの結果 28）か
ら、その集団の精神的な健康状況が良好であること
がうかがえる。また全体的にも SOC平均得点は
43.0±7.7点と他の看護師に行った結果（38.5±6.4点、
39.3±6.3点）26, 29）よりも高く、精神的健康度の尺度
である GHQ平均得点は 3.56±3.1点、GHQ 4点以
上は 45.6%を占めた。精神的健康度が震災 2年後
の行政職員対象者の調査（平均 4.54±3.73、4点以
上 54.4%）21）より良好であったことは、本調査の対
象保健師が高いストレス対処能力をもち、震災と
いったストレスフルな出来事に対応し、精神健康状
態が改善した状況がうかがえた。一方で、GHQ平
均得点が、震災前に実施された他地域の保健師調査
（平均得点 1.95±2.8点、GHQ 4点以上 21.8%）30）よ
りも高かったことは、震災がもたらした保健師のメ
ンタルヘルスへの影響が考えられた。エリクソンら
は、SOCで高い得点をもつ個人は、低い得点のも
のよりも慢性的ストレスへの対応性に優れているこ
とを示した 31）。本調査における放射線に関する住
民対応の不安度が高い（37.4%）ことからも、長期

表 4．高い SOC得点とほかの因子との関連

項目 オッズ
比

95% 
信頼区間 P

性別 女性 0.421 0.125–1.411 0.16
年齢 40歳以上 0.733 0.472–1.136 0.16
現在の放射線の
自身の不安度

低い 3.030 1.487–6.178 0.002**

現在の放射線の 
資料の有無

あり 1.732 0.998–3.008 0.05

GHQ得点 4点未満 4.314 2.829–6.576 ＜0.001***

*＜0.05, **＜0.01, ***＜0.001

表 5．福島での放射線被ばくによる健康影響の認識

可能性は極めて低い 可能性は非常に高い

現在までの放射線被ばくで、後年に生じる健康障害（たと
えば、がんの発症など）がどのくらい起こると思いますか？

199 
（46.3%）

161 
（37.4%）

59 
（13.7%）

11 
（2.6%）

現在までの放射線被ばくで、次世代以降の人（将来生まれ
てくる自分の子や孫など）への健康影響がどれくらい起こ
ると思いますか？

209 
（48.6%）

161 
（37.5%）

50 
（11.6%）

10 
（2.3%）
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に続く震災後の放射線問題に対応する保健師の慢性
的ストレスの悪化を防ぐために、ストレス対処能力
を維持・向上するためのストレスマネジメント事業
計画が必要である。さらに、平成 23～24年度の県
民健康管理調査の結果によると、福島県の保健師を
含む住民のメンタルヘルスは、非常に悪いとの報告
であった 11）。このように、福島県の多くの住民が
メンタルヘルスの問題を抱えていることから、今後
の復興を支えるにあたっては、精神的なサポートは
福島県内保健師自身にとっても重要であるが、同時
に保健師が関わる福島県の住民への精神的なサポー
トも保健師のメンタルヘルスを良好に維持するうえ
で重要であるといえる。
本研究では、福島第一原発事故後から調査までの
放射線被ばくによる健康影響への認識を調査し、約
15%の保健師ががんなどの健康影響や遺伝的影響
が起こる可能性はあると認識していたことがわかっ
た。一方で、平成 23～24年度の福島県の避難地域
の住民調査では、後年に生じる健康影響は約 40%、
次世代以降に生じる健康影響は約 50%の住民で起
こる可能性は高いと回答しており 11）、これらの結
果から、福島県内保健師は住民に比べて放射線被ば
くによる健康影響の起こる可能性を低く捉えている
ことがうかがえた。これは調査時期の違いも一要因
と考えられるが、一方で保健師が放射線の教育によ
り知識が得られたこと、またそもそも健康に関する
専門的な知識を有したことも要因として推察され
る。本研究において、放射線に関する教育歴や知識
とストレス対処能力との有意な関連は示されなかっ
た。欅田の放射線に関する知識が乏しいほど放射線
に対して不安を抱く強い傾向があったこと 32）から
も、放射線知識とその不安度には関連があり、震災
後の教育や資料は放射線のもたらす健康影響に関す
る知識獲得ツールとなり、自身の不安や住民対応へ
の不安を軽減させ、その結果がストレス対処能力や
メンタルヘルスに寄与したことは十分に考えられ
る。震災以降、放射線被ばくによる健康への影響を
含め、放射線に関する知識や健康問題に関する知識
を提供する教育や教材の必要性が示唆されてい
る 33）。福島県内において、いくつかの教育の取り組
みが現場で実践する保健師や医療者を目指す大学生
を対象に実施されている 34, 35）が、原子力発電所が
多く点在する日本において、保健師に対する放射線
教育の全国的な拡充が今後の課題である。

Ⅵ．本研究の限界
本研究の限界としては、福島県内保健師のみを対
象とした横断的な調査であり、対象特有の結果も考
えられるため、保健師や震災後の変化の傾向として
一般化できるとは言いがたい。また、震災から 4年
が経過した時点での調査であり、震災以前や当時の
状況の回答といった対象者の思い出しバイアスが結
果にも影響しているかもしれない。今後は、震災対
応後の変化を把握するために、縦断的な調査による
検討が必要であると考える。

Ⅶ．結論
われわれは福島第一原発事故から 4年が経過した
時点における福島県内保健師のストレス対処能力の
調査を実施し、福島県内保健師のストレス対処能力
が高い状況であることがわかった。また、高いスト
レス対処能力と自身の放射線不安度の低さや良好な
精神健康状態の関連が示唆された。今後も長期に続
く福島県の放射線問題に対応するうえで、保健師へ
の放射線の知識向上に関する教材および教育のサ
ポートが必要である。それに加え、ストレス対処能
力を高め、メンタルヘルスを良好に保つためには、
保健師自身のストレス対処能力の変動も含めたメン
タルヘルスの状況を定期的に把握し、実存する不安
などに対するサポートを行うことも重要である。
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